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離島への石油製品の安定・効率的な供給体制の構築支援事業実施細則 

 

 

令和２年７月２日設定 

令和３年６月４日改定 

 

 

第１章 総則 

 

（目的） 

第１条 この細則は、離島への石油製品の安定・効率的な供給体制の構築支援事業業

務方法書（以下、「方法書」という。）に規定する離島への石油製品の安定・効率的

な供給体制の構築支援事業の実施に関し必要な事項を定め、当該事業の適正かつ円

滑な運用を図ることを目的とする。 

 

（定義） 

第２条 この細則で使用する用語は、特に定めのない限り、方法書において使用する

用語の例による。 

 

第２章 離島への石油製品の安定・効率的な供給体制の構築支援事業 

 

（コンソーシアムの構成等） 

第３条 方法書第３条第２項に規定するコンソーシアムについて必要な事項は、次の

各号に掲げるいずれにも該当するものとする。 

一 事業計画に位置づけられた地方公共団体、企業、ＮＰＯ法人、組合団体、研究

機関、個人等で構成された連携体であること。なお、地方公共団体の参画は必須

とする。 

二 事業計画に基づき、必要に応じてコンソーシアムの構成員以外の有識者や関係

企業・団体、地域住民の代表者等も委員として、協議会・委員会等（以下、「協議

会等」という。）を開催すること。 

三 協議会等は、地方公共団体が構成している過疎関連や地域振興関連等の委員会・

研究会等を活用することも可能とする。 

四 コンソーシアムの代表団体は補助事業の遂行に必要な関連知識及び財政基盤を

有し、かつ、補助事業を的確に遂行するに足りる能力、組織、人員を有すること。

また、代表団体による補助金の交付申請ができること。 

五 構成するメンバーは、代表団体と補助事業遂行に関し契約もしくはそれに準じ
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た取り決めを締結すること。 

六 代表団体に所属し、当社との連絡調整、補助事業の運営・経費管理を総括する

事務管理責任者を置くこと。 

 

（補助金の交付申請期間） 

第４条 方法書第５条第２項に規定する申請期間は、次の各号に掲げるものとする。 

一 申請期間を令和３年６月２１日から令和３年７月３０日までとする。 

二 なお、必要に応じて追加申請期間を設けることができるものとする。 

２ 方法書第５条第３項に規定する申請に必要な添付書類は、次の各号に掲げるもの

とする。 

一 補助事業計画書。 

二 方法書第３条第３項の規定に関する誓約書。 

三 その他当社が必要と認める書類。 

 

（審査の基準） 

第５条 補助金の交付申請が行われた場合には、方法書に規定する要件について、適

正な審査を行うものとする。 

２ 方法書第６条第２項に規定する審査に関する必要な事項は、次の各号に掲げる基

準とし、補助事業者を選定する際に考慮するものとする。 

一 方法書第３条第１項第一号及び第二号に規定する申請資格の確認は、申請者が

提出した離島への石油製品の安定・効率的な供給体制の構築支援事業交付申請書

及び細則第４条第２項に規定する添付書類との照合により行う。 

二 方法書第３条第１項第三号に規定する申請資格の確認は、代表団体の直近２年

分の決算報告書又は事業報告書及び定款又は寄附行為との照合により行う。 

三 方法書第３条第３項の規定に該当しないことの確認は、申請者が提出した誓約

書の確認により行う。 

四 第一号から第三号の他、審査は事業内容及び事業実施体制、事業実施方法、事

業実施スケジュール、補助対象経費等の各事項について、その的確性及び実現性、

効率性、経済性等を基準として、申請者が提出した補助事業計画書の確認により

行う。 

３ 奄美群島振興開発特別措置法（昭和２９年法律第１８９号）及び小笠原諸島振興

開発特別措置法（昭和４４年法律第７９号）の対象地域、沖縄振興特別措置法（平

成１４年法律第１４号）に規定された指定離島地域並びに有人国境離島地域の保全

及び特定有人国境離島地域に係る地域社会の維持に関する特別措置法（平成２８年

法律第３３号）における特定有人国境離島地域からの申請については優先的に採択

する。 
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（随意契約の基準） 

第６条 方法書第８条第２項に規定する随意契約は、次の各号のいずれかに掲げる場

合に認めるものとする。 

一 既存の契約に基づく役務提供者以外に当該役務を実施することが困難であると

認められる場合。 

二 当該契約を解除してまで新たに一般の競争又は指名競争に付すことの合理性が

認められない場合。 

 

（実績報告） 

第７条 方法書第１２条第２項に規定する実績報告書に必要な添付書類は、次の各号

に掲げるものとする。 

一 補助事業完了報告書。 

二 支出証拠書類。 

三 補助事業報告書及び公表用事業概要資料。 

四 その他当社が必要と認める書類。 

 

（補助金の概算払） 

第８条 方法書第１８条第２項に規定する補助金の概算払請求に必要な添付書類は、

次の各号に掲げるものとする。 

一 補助事業の進捗状況。 

二 概算払請求金額の算出内訳を証明する書類の写し。 

三 その他当社が必要と認める書類。 

 

（附則） 

１．本細則の制定及び改正は、代表取締役が行う。 

２．本細則は、方法書が経済産業大臣の承認を受けた日（令和２年７月２日）から施

行し、令和２年度予算に係る補助事業から適用する。 

 

（附則） 

１．本細則の制定及び改正は、代表取締役が行う。 

２．本細則は、方法書が経済産業大臣の承認を受けた日（令和３年６月４日）から施

行し、令和３年度予算に係る補助事業から適用する。 

 

 


